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【基礎科学力の強化に向けてｰ「三つの危機」を乗り越え、科学を文化にｰ （文部科学省）】（平成29年4月）

社会科学分野において、データプラットフォームの構築を検討する。オールジャパン体制によるデータ・
サプライヤーとしての機能に特化し、中立的かつ持続的な活動を可能とする組織的な枠組みとし、社会
科学系データの一元的な収集・保管・提供・活用を図る。

構築推進事業の背景

人文学・社会科学分野のデータインフラ構築を目的として、平成30年度より、
日本学術振興会（JSPS)が

「人文学・社会科学データインフラストラクチャー構築推進事業」を開始
＜事業期間：平成30（2018）年度～令和4（2022）年度＞

問題意識：
●諸外国に比して、日本の人文学・社会科学分野におけるデータインフラは不十分
●データの入手が容易でないため、研究者の生産性が阻害される。また、国際比較研究において日
本のデータを利用することを難しくしている。
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【ミッション】●データ・アーカイブ機能の強化（共有化） ●海外発信・連
携機能の強化（国際化） ●データ間の時系列等接続関係の整備／
データ間の連携を可能にする環境の整備（連結化）

東大（社研）

運営委員会（JSPS理事長の諮問機関）

外部有識者で構成。必要に応じ、センター長、研
究員が出席し、意見を述べることができる。

【ミッション】   基本方針、計画の策定
 拠点の選定及び評価
 事業の進捗管理、連絡調整 等

連絡協議会： 中核機関（JSPS、NII）、各拠点機関の
メンバーで構成 （議長はセンター長）

【ミッション】 事業の具体的な進め方等に係る協議、 調整

国立情報学研究所（NII）
【ミッション】システム開発等
の情報技術支援

JSPS 人文学・社会科学データインフラストラクチャー構築推進センター
（「中核機能」の構築を担い、構築推進事業をリードする組織）

センター長（PD）、研究員（PO）、事務担当者
【ミッション】 構築推進事業の実施統括、関係諸機関との連絡調整、

 外部連携等

慶應義塾大大商大 東大(史料編纂所)一橋大

作業部会

随時設置

委託 委託

構築推進事業の取組（実施体制）

中核機関

中核機関（技術開発）

拠点機関
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中核機関の取組 拠点機関の取組

結果として、
日本の人文学・社会科学研究の「見える化」による国内外の共同研究の促進を図る。

構築推進事業の取組（実施内容）

国内外に開かれた分野横断的なデータイ
ンフラストラクチャー構築のため、以下を
実施

 人文学・社会科学総合データカタログを構築
 オンライン分析ツールの研究開発
 人文学・社会科学におけるデータ共有のた

めの手引きの策定
 研究者がデータを共有し利用し合う文化の

醸成を目指した啓発活動

各分野の拠点としての取組を行っている機関
が相互に連携しつつ、以下を実施

 データ・アーカイブ機能の強化（共有化）
 海外発信・連携機能の強化（国際化）
 データ間の時系列等接続関係の整備／

 データ間の連携を可能にする環境の整備（連結化）

＜構築推進事業の目的＞
人文学・社会科学研究に係るデータを分野や国を越えて共有・利活用するインフラストラク
チャーを構築することにより、研究者がデータを共有しあう文化を醸成するとともに、国内外
の共同研究を促進し、もって人文学・社会科学の振興を図る。
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平成30
（2018）

年度

令和元
（2019）

年度

令和２
（2020）

年度

令和３
（2021）

年度

令和４
（2022）

年度

中核機関の取組

人文学・社会科学総合
データカタログ（JDCat）の構築

オンライン分析ツール
（JDCat分析ツール）の研究開発

人文学・社会科学における
データ共有のための手引きの策定

ツール設計・開発

海外のデータ

アーカイブの状況調査

JDCatメタデー

タスキーマの作成

統制語彙の選択・

翻訳

JDCatの機能等の検討

令和３年７月運用開始

（社会科学分野公開）

令和３年11月本格運用開始

（人文学分野公開）

システム改修システム設計・開発

試験運用

令和４年４月公開

作業部会にて検討

関連学協会へ意見照会
令和3年11月公開

中核機関の取組
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拠点機関の取組

社会科学分野（４機関）

人文学分野（１機関）

広報活動

拠点機関として活動
公募

審査

拠点機関として活動
公募

審査

講演・報告・執筆活動

JDCatサロンの開催・発信

その他広報活動

拠点機関の取組・広報活動

平成30
（2018）

年度

令和元
（2019）

年度

令和２
（2020）

年度

令和３
（2021）

年度

令和４
（2022）

年度
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データを一元的に検索できる基盤の整備

人文学・社会科学総合データカタログ（JDCat）の構築により、拠点機関が提供するデータ
のメタデータ（日本語・英語）がJDCatに自動収集されることで、拠点機関が提供するデータ
を一元的に検索できる基盤を整備

メ タ デ ー タ の 自 動 収 集

検索

研究者からのデータの寄託

連携

拠点データベース
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基盤の整備前

データ検索の際、各機関のデータベース
を個別に検索する必要があった

機関間で相互運用性のある標準化された
メタデータ・スキーマがなかった

日本語のメタデータはあるが、英語は不十
分だった

基盤の整備後

JDCatで一元的にデータ検索できる

機関間で相互運用性のある標準化された
メタデータ・スキーマを策定

メタデータを日本語と英語で整備
アクセス数（5/1-5/31） ＊
トップページへのアクセス： 1,614
アイテム詳細画面へのアクセス：13,494
＊運用レポート機能を利用した報告



JDCatのページ

https://jdcat.jsps.go.jp
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JDCatの仕様（スキーマ等）と機能

 JDCatにおけるメタデータスキーマの策定

・社会科学分野において諸外国で標準的に使用されているメタデータスキーマ
の調査

・社会科学のメタデータスキーマを基礎として人文学分野に拡張

・海外機関からのハーベストも視野に入れた項目の検討

・JPCOARのメタデータスキーマにもマッピング

⇒JDCatにおけるメタデータスキーマ31項目を決定

 統制語彙の翻訳、作成

・海外で使用されている統制語彙の調査

・使用する統制語彙の決定、翻訳（DDI Controlled Vocabularies、CESSDA Topic 
Classification）
・分類の必要上、独自の統制語彙の作成

⇒9項目、12種類の統制語彙を翻訳・作成

 JDCatの機能等の決定

・利用者の利便性の高い検索方法、表示順等の検討

⇒一括（ファセット）検索、詳細検索、検索結果並び替え機能を実装
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• 大阪商業大学 JGSS研究センター

– 日本版総合的社会調査（Japanese General Social Surveys： 
JGSS）などのミクロデータ 

• 慶應義塾大学

経済学部附属経済研究所パネルデータ設計・解析センター

– 日本家計パネル調査などのパネルデータ

• 東京大学

社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究センター

– 東大社研・若年パネル調査などの社会調査データ

• 一橋大学 経済研究所

– 明治初期以降の日本統計年鑑、および公的統計の

  調査票様式・調査概要

• 東京大学 史料編纂所

– 備後福山藩阿部家史料などの日本史史料

JDCatで公開されているメタデータ

75

34,293

1,799

380

62

件数（令和5年5月時点）

計 36,609 10



JDCat分析ツール（オンライン分析ツール）

令和４年４月に公開。

複数の大学で講義に利用されている。
端末の環境に依存せずに同一の環境
を構築できるので、共同プロジェクトの
運用や大人数の講義実習に優れてい
る。
令和４年度においては早稲田大学で６
件、関西大学４件等、その他６大学等
で授業において使用され、学生へ周知
されている。

統計ソフトをインストールしたりデータを手元にダウンロードしたりすることなしに、Rや
Pythonのプログラムを作成・実行し、データを分析できるJDCat分析ツールを開発。JDCat
の一部のデータにも連携している。

https://jupyter.cs.rcos.nii.ac.jp/

JDCat上の「オンライン分析」
ボタンをクリックすることで、
JDCat分析ツールへ直接デー
タを送り、オンラインで分析で
きる。
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人文学・社会科学におけるデータ共有の手引き

https://www.jsps.go.jp/j-di/guide.html令和３年11月に公開
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令和４年度はさらに、学振の海外研究連絡センターを通して海外で広報活動を展開
学会等での事業紹介

広報活動

パンフレットの作成 JDCatサロン（インタビュー）

JSPS Monthly配信

Twitterへの掲載

研究機関への広報メール
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JDCatの国別新規ユーザー数
2022年6月1日-2023年05月31日

1 Japan 5,069

2 China 122

3 United States 118

4 Germany 30

5 France 19

6 Taiwan 17

7 Finland 11

8 United Kingdom 10

8 Sweden 10

10 Switzerland 8

10 Hong Kong 8

10 India 8

10 Italy 8

10 Thailand 8

15 Indonesia 7

15 Malaysia 7

17 South Korea 6

17 Portugal 6

17 Singapore 6

20 Philippines 4

21 Belgium 3

21 Canada 3

21 Netherlands 3

21 Poland 3

21 Russia 3

26 Australia 2

26 Spain 2

26 Senegal 2

26 Vietnam 2

30
United Arab 
Emirates

1

30 Chile 1

30 Denmark 1

30 Greece 1

43ヶ国 計5,531＊Google Analyticsによるアクセス解析機能を利用した報告となります。 14

30 Croatia 1

30 Israel 1

30 Iran 1

30 Kazakhstan 1

30 Mexico 1

30 Norway 1

30 Ukraine 1

30 Uzbekistan 1

30 Yemen 1

30 Guatemala 1

(not set) 12



構築推進事業がもたらした変化①

【構築推進事業開始前】

1. データの保存と共有：人文学・社会科学分野におけるデータ

の保存と共有については、政策的なガイドライン等が存在し
なかったため、海外機関の活動を参考にしながら、一部の機
関が独自に行っていた。

2. 横断検索システム：日本の人社分野について、各研究機関

のデータベースは存在したものの、人文学・社会科学両分野
をカバーするデータカタログはなかった。また、海外のデータ
カタログでは日本語を十分に扱うことができない。

3. オンライン分析ツール：オンラインで分析を実行可能な無料

のツールは存在するが、有料版との差別化のために機能が
制限されているものが多かった。研究を始めたばかりの学生
等には環境の構築等が負担であり、データ利活用の障壁と
なっていた。
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構築推進事業がもたらした変化②

【構築推進事業による成果】

１．データの保存と共有の推進：
• 海外の複数の機関のガイドラインを参考にしつつ、日本で初め

てデータ共有について体系的にまとめた「人文学・社会科学に
おけるデータ共有のための手引き―人文学・社会科学データイ
ンフラストラクチャーの構築に向けて―」 を公開することによって

、研究者や大学院生にデータの適切な管理と共有・利活用等の
重要性を啓発した。

• データを拠点機関に寄託できる体制を整えることによって、研究
者による多様なデータの共有が容易になった。

16



構築推進事業がもたらした変化③

２．横断検索システムの構築：
• 複数の研究機関でネットワーク型の体制を作り、人文学・社会

科学両分野をカバーするデータカタログ（JDCat）を構築したこと

で、研究に必要なデータを分野横断的に一括して検索すること
ができるようになった。

• 国際的な相互運用性の高いメタデータスキーマ（DDIやJPCOAR
スキーマ）とマッピングしたJDCatスキーマを開発し、かつ、メタ
データをCC0で公開することによって、国内外のデータベースに
よる自動収集を容易にし、日本のデータの流通を促進した。

• メタデータを日本語と英語で整備することによって、国外の研
究者が日本のデータを容易に検索して研究に利用できるよう
にした。

• CiNii Researchと連携することにより、CiNii Research上でデータ

を学術論文や図書などの文献や研究者、研究プロジェクトと関
連付けて検索できるようにした。
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構築推進事業がもたらした変化③

３．オンライン分析ツールの提供：
• JDCat分析ツールを開発・提供することにより、ユーザーが統計

ソフトをインストールしたりデータをダウンロードしたりすることな
く、クラウド上でR や Python でプログラムを作成・実行してデー

タを分析することが可能となった。また、分析プログラムや分析
結果を出力し、公開・共有することも可能である。

• 大学の講義やゼミ等において、教員は学生と同じデータ及びプ
ログラムを共有し、指導を行うことができる。

• データやプログラム等を含む分析環境を保存し、研究の再現性
や継続性を担保できる。
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人文学・社会科学データインフラストラクチャー強化事業における課題

【参考：第6期科学技術・イノベーション基本計画 （閣議決定）】 (令和3年3月）
人文・社会科学の研究データの共有・利活用を促進するデータプラットフォームに
ついて、2022年度までに我が国における人文・社会科学分野の研究データを一
元的に検索できるシステム等の基盤を整備するとともに、それらの進捗等を踏ま
えた2023年度以降の方向性を定め、その方針に基づき人文・社会科学のデータ
プラットフォームの更なる強化に取り組む。

・JDCatに掲載する分野及びメタデータの一層の充実
・JDCatをより使いやすくするための運用・改修
・データの共有・利活用の促進
・海外におけるさらなる利用の促進
・利用者からのフィードバック等を踏まえた「手引き」の適切な更新
・啓発活動、分野および分野横断ごとのネットワーク形成、データ公
開に関する勉強会・研修会
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Ⅰ期の検証を踏まえ、データの充実や機能強化に向けて以下の取組を実施。
① 新たな中核機関及び拠点機関を公募※によって選定・支援し、人社データインフラを強化

② 他機関の研究データを拠点機関が受入、保存、提供できるシステムの強化
③ 日本語及び英語によるメタデータの提供、海外データアーカイブとの連携
④ 人社データインフラを通じた人文学・社会科学データの利活用を促進する活動等の支援、普及

事業概要

• JDCat登録データが充実することで、研究者によるデータの利活用が進み、共有が促進
• 拠点機関が分野毎のデータ利活用拠点となり、当該分野におけるデータ駆動型研究が促進
• JDCatを通してデータが国際的に可視化され、国際共同研究が促進

国内外の共同研究の促進
データ分析に基づく研究の発展等

人文学・社会科学データインフラストラクチャー強化事業について

人文学・社会科学のデータ共有、利活用を促進するデータプラットフォーム等の基盤の充実・強化を図り、データ分析に基づく人文学・社会科学研
究の発展、我が国の人文学・社会科学研究の国内外への「見える化」による共同研究の促進、といった我が国の人文学・社会科学研究の推進に
寄与。

目的

【実施内容】

【背景・課題】
 日本学術振興会(JSPS)ではJDCat等の人社データインフラを構築（Ⅰ期：平成30～令和４年
度）

 第６期科学技術・イノベーション基本計画では、人文・社会科学の研究データの共有・利活用を
促進するデータプラットフォームの更なる強化に取り組むこととされている

 人文学・社会科学分野における研究DXを推進するためには、JDCatの登録データの充実、情報
の発見・活用機能の強化等、当該人社データインフラを国内外のより多くの研究者が利用しやすい
ものに発展させることが必要

人文学・社会科学総合データカタログ（JDCat）

研究者
検索

【事業成果・効果】

連携

国立情報学研究所 
論文情報ナビゲータ

拠点機関データベース

メタデータ※の収集

研究者

【整備イメージ】

第Ⅰ期 （H30～R4） 第Ⅱ期 （R5～R9）

中核機関
ＪＳＰＳ
拠点機関 ※１
人文学 ： 歴史学 （１機関）
社会科学 ： 経済学、社会学等（４機関）

中核機関
新たな機関を公募 ※２
拠点機関
新たな機関を公募

※１ 第Ⅰ期の拠点機関は、期間終了後も自立的に拠点運営を継続、発展
※２ 第Ⅱ期は人社データインフラの管理・運営ノウハウを大学等機関に実装

データ

寄託

利用

※ メタデータはデータセットのコンテンツ、コンテキスト、出所などに関するデータ。データカタログで
用いられるメタデータには、データセット作成の目的、データの出所、対象となる期間、地理的
な対象範囲、作成者、アクセス条件、使用条件などが記述され、ユーザーが既存のデータセッ
トを見つけたり、特定のデータセットが研究目的に適しているかどうかを判断したり、データを引用
するための書誌レコードを提供したりする際に用いられる。

※審査及び評価：JSPS

（NII）
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人文学・社会科学データインフラストラクチャー強化事業の実施体制

事業委員会

日本学術振興会

中核機関群

システム担当機関中核機関

拠点機関群

事務局

リエゾンオフィサー
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旧拠点機関群
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日本学術振興会
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報告 等

拠点機関群

事務局

中核機関群

センター

強化事業構築推進事業



人文学・社会科学データインフラストラクチャー強化事業の取組

構築推進事業では日本学術振興会が担っていた中核機能を、他の研究機
関等に中核機関として委託する。中核機関は現場の研究者の視点からJDCat
を主体的に運用すると同時に、関係機関を取りまとめ、事業全体の運営につ
いて中心的役割を担う。

また、JDCatに連携しているデータについて、学術的に利用可能なデータのよ
り一層の充実・強化のために、新たに拠点機関を公募する。

22

中核機関の取組内容 拠点機関の取組内容

ア．JDCatとの連携 ア．JDCatとの連携

イ．他機関のデータ受入や受託 イ．他機関のデータ受入や受託

ウ．データ利活用の促進 ウ．データ利活用の促進

エ．JDCatの主体的運用。メタデータ
スキーマ や統制語彙の妥当性
に係る継続的な検討等

キ．中核機関との連携

オ．「データ共有のための手引き」の
妥当性に係る継続的な検討等

カ．拠点機関との連携及び関係機
関との調整



人文学・社会科学データインフラストラクチャー強化事業スケジュール

＜令和５年度中核機関・拠点機関研究業務委託の

公募に係るスケジュール（予定）＞

●令和５年６月１日 公募開始

●令和５年７月２０日 公募締切

●～令和５年８月下旬 審査

●令和５年１０月１日 業務委託開始

※公募要領等は本事業のホームページに掲載しております。

https://www.jsps.go.jp/j-di2/koubo.html
23



＜参考資料＞



構築推進事業における拠点機関の主な成果①

● 東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究センター
・データアーカイブ機能を強化するため、データ検索・利用システム（SSJDA Direct）の改修を行い、国際規格であるDDIへの

対応、DOIの取得、セルフ・アーカイブ機能の導入等を行った。また、内部資料の整理と英語化、セキュリティ強化を実施
した上で、データリポジトリの国際認証であるCore Trust Sealの取得申請を行った。（2023年5月現在審査中）

・社会調査データの国際的な利活用を促進するため、メタデータ（1,157件）、個票データラベル（70件）、調査票（利用頻度
が高い「全国就業実態パネル調査シリーズ」「SSM調査シリーズ」等、5シリーズ）の英訳を行った。

・ICPSR（米）、GESIS（独）、KOSSDA（韓）等の海外機関からデータの保存と利活用に関する専門家を招聘し、国際シンポジ
ウム（6件）を開催した。

● 一橋大学経済研究所
・日本帝国第24統計年鑑（1905年）～大日本帝国統計年鑑第59回（1940年）の統計表、『就業構造基本調査』（1979年）全949
表及び『内務省統計報告（1930年）』をテキストデータ化（画像処理、アノテーション、OCR、校正）し、公開した。

・日本統計年鑑（1882年より刊行）のうち、総務省でデータベース化していない2010年以前のものについて、統計表のPDF画像
（1882～2018年の全118冊）等を作成し、メタデータとともに計33,330件を公開した。

・日本の政府統計データの国際的な利活用を促進するために、統計の国際連携組織（World KLEMSイニシアティブ等）との関係
を強化した。『日本帝国統計年鑑』（1928〜1940年）の目次や各表（1935〜1940年、計2,067表）等の英訳と公開や「大株
主・役員データベース2012」等の基本的なデータ説明、変数表、及びデータ利用許諾書などの各種情報を英文化し、海外から
もデータの入手を可能にした。

● 慶應義塾大学経済学部附属経済研究所パネルデータ設計・解析センター
・「JHPSコロナ特別調査(JHPS-COVID19)」「JHPS第二世代付帯調査(JHPS-G2)」の受け入れと公開を進めた。

また、他機関によるパネル調査データ（日本家族社会学会「全国家族調査(NFRJ)」、東京大学医科学研究所「新型コロナウ
イルス感染症と生活・就業に関するオンラインパネル調査」等）の受け入れを進めた。

・フランスのEHESSやCNAM Universityとの共同研究、英国King’s Collegeらとの共同研究にて、JHPS/KHPSを活用・周知し、
国際的な利活用を促進した。国際的なデータベースであるルクセルンブルク所得研究（LIS）へのデータ提供を継続する
他、ドイツの German Institute for Economic Research によCompHPD（Comparative household panel data 
infrastructure）参画に向けた覚書を終結した。

・公開データの拡充及びデータ申請・管理システムの導入や変数カタログの提供等により、国内及び国外からの利用件数が年
間約5,000件から約22,000件〜28,000件まで増加した。 25



構築推進事業における拠点機関の主な成果②

● 大阪商業大学JGSS研究センター
・JGSSデータ（JGSS 2015/2016/2017/2017G/2018/2018G/2019LCS/2021）の整備や英語科を行い、データの提供を開

始した。また、日本・韓国・中国・台湾の4チームが連携して実施している東アジア社会調査（EASS）のデータ
（EASS 2015、EASS 2016及びEASS 2018）の統合を完了し、提供を開始した。

・外部の機関や研究者が保有するデータを受け入れ、整備して公開するために、説明会を実施し、16種類のデータを
整備した。

・データの利活用促進を図るため、JGSSデータダウンロードシステム(JGSSDDS) を開発した。本システムによりデー
タの整備後に速やかにメタデータを公開し、データを提供できるようになった。既に国内外の利用者へのデータ提
供の実績を上げている（2022年度国内1052件、海外85件）。

・ JDCat分析ツールの拡張機能としてJGSSオンライン分析アプリケーションを開発して実装した。

● 東京大学史料編纂所
・データ利用条件を整備し、天皇家・公家文庫史料群等の画像データ（56万件余り）、備後福山藩阿部家史料

（55,000件）、神奈川県立金沢文庫史料（国宝、廃棄された鎌倉幕府トップの手紙等、1024件）等を公開した。

・備後福山藩阿部家史料及び金沢文庫史料にDOIを付与し、日本語・英語のメタデータを作成してJDCatに提供した。

・『維新史料綱要』データベースの英訳化と史料用語・歴史用語の英訳グロッサリー作成作業を推進した。令和4年
度まで 全10巻中7巻、20,000件の綱文（史料タイトル）の英語版を完成、登録約12,000件の英訳データ提供を実現
した。

・Digital Humanities国際会議(DH2020、DH2022)、じんもんこん(2020、2021、2022)等において、事業の成果を発信
し、日本史史料や日本に関する人文学研究資源の国際的な関心を高めた。
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